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～ささえあい、明日へ～
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①�借上げ民間賃貸住宅支援の	
パイオニア

◆�借上げ民間賃貸住宅を大量活用した 
初事例
　本会は、市内の仮設住宅の8割強を占

める（平成24年3月末現在）借上げ民間

賃貸住宅入居世帯を支援することになっ

た。東日本大震災以前において、仙台市

のように既存の住宅ストックを借上げ民

間賃貸住宅として大量活用した事例は無

く、本事業は、今後起こり得る大規模災

害、とりわけ都市型災害における被災者

支援のモデルケースになるという意識の

もとに進められてきた。

◆プレハブ仮設住宅とは異なる支援方法
　プレハブ仮設住宅とは異なり、市内に

点在する被災者の孤立防止のための支援

方法として、市から提供を受けた世帯情

報に基づく個別訪問によるニーズ把握

と、借上げ民間賃貸住宅入居世帯向けの

身近な相談窓口の設置は、今後の災害時

においても特に重要な支援になると思わ

れる。

　また、点在するからこそ尚更、サロン

など定期的に集う場が必要とされてくる

ものと思われる。

１．本会がみなし仮設住宅入居世帯の支援を担ったことの意義

◆�広域避難者を受け入れる側としての 
支援方法
　市外で被災した広域避難者を受け入れ

る側としては、ふるさとを離れた人々の

孤独感を緩和する同郷サロンや情報提供

など、同郷の方々同士をつなぐ支援が求

められるとともに、最終的にふるさとな

どに帰ることができた場合でも、このこ

とにより新たな孤独感を抱く可能性もあ

ることを想定し、被災元や再建先の社協

とも連携をとるなどステージの変化に合

わせて切れ目のない支援に努める必要が

あった。

②個別支援を地域支援へつなぐ経験
◆�個別ニーズを直接把握するスキームの

確立
　支援の過程で、特に重要であったのは

個別訪問のスキームの確立と、個別支援

をＣＳＷと連携した地域支援につないで

行く取り組みである。

　これまでの地域支援事業では、地域を

対象としたニーズ把握が中心で、個別の

ニーズについては窓口への来所や電話相

談が一般的であったが、みなし仮設住宅

の個別訪問では、こちらから出向いて潜

在的なニーズを掘り起こすアウトリーチ

の手法による新たな仕組みを作ることと

なった。加えて、様々な個別ニーズへの

対処方法、継続訪問の必要性を客観的に

判断する仕組み、そして地域の見守り活

動につなぐスキームの確立は、その後の

支援活動の基盤となった。

地域支えあいセンター事業を振り返って
以上、ステージ1からステージ４まで、それぞれステージごとに成果と課題に 
触れてきたが、ここでは総括的な成果、課題、これからの展開について触れたい。

エピローグ

◆�制度のはざまにある課題こそ地域とと
もに
　個別支援を地域支援へつなぐ経験は、

今後の地域福祉活動推進に大きな力と

なった。訪問により複合的な課題を抱え

ていると確認された世帯に対しては、Ｃ

ＳＷの呼びかけのもと、地域住民、関係

機関等が参加する個別ケア会議を開催し

て支援方針を検討した。そのプロセスで

は、すぐには解決に至らなくとも、それ

借上げ民間賃貸住宅イメージ

「お変わりないですか？」

ぞれの団体が当面の役割分担を確認のう

え、連携して見守るという共通認識がで

きた。このことは、制度のはざまにある

課題を抱える世帯の支援について、地域

住民にも関心を持っていただき、専門機

関と一緒に課題解決に関わるという、新

たな連携の契機となるものである。

◆�見守りを地域に引き継ぐための仕組み
づくり
　本事業で行ってきた見守り等を地域に

引き継ぐにあたり、必要に応じて民生委

員をはじめとする地域の見守りの担い手

に引き継ぐ方法とともに、本事業での訪

問終了後も引き続き見守りが必要な世帯

に関する情報を、名簿の形で地域に提供

する「地域つなぎ」という本会独自のス

キームをとった。

　名簿を提供された時点で、すでに住民

主体の見守り活動の仕組みを整え、ス

ムーズに新たな見守り対象者の受け入れ

が行われた地域もあれば、見守りの体制

までは整わなかった地域もある。そのよ

うな地域でも名簿の提供をきっかけに、

体制を整えることを目指した取り組みが

始まるなど、住民の主体的な動きを後押

しすることにもつながった。
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③サロンの重要性の再認識
◆サロンの機能
　本会が推進する小地域福祉ネットワー

ク活動においては、孤立防止等の観点か

らサロン活動を推奨してきたが、本事業

でのサロン活動を通じて、災害時には特

に重要な意味を持つことが明らかになっ

た。また、ステージによってサロンの機

能が変化していくことも確認できた。　

　サロンを開始した当初は①孤独感の緩

和、②被災者同士の共感の場であったも

のが、ある程度生活が落ち着くと、③定

期的な外出先、④ふるさととのつながり

を再確認する場、⑤新たな仲間づくりの

場と変化し、さらに住まいの課題が解決

し始める頃には、参加型のイベント等で、

サロンの機能の変化 

定住場所での新たな
居場所・役割への 
橋渡しの場    

新たな居場所が見つ
かるまでの、以前の
仲間との交流の場 
（住宅再建後） 

地域の支援者や
住民との交流の場 

借り上げ民間賃貸
住宅入居者同士
の交流の場 

同じ境遇や同郷の人に 
会うことで孤独感が 

緩和される 

地域での顔見知りができ、
受け入れられているという

安心感を得る 

新しい土地に馴染むまでに
感じる新たな孤独感を、慣
れた場所に戻ることで緩和 

参加者同士の情報交換や    
スタッフの同行などから 
新たな居場所・役割を 

見つける 

Ｎ＝231
被災時の居住地

石巻市
48人（47%）

気仙沼市
18人（18％）

南三陸町
8人（８％）

名取市 8人（８％）

東松島市 5人（5％）

女川町 4人（4％）

山元町 4人（4％）

多賀城市 3人（3％） 亘理町 3人（3％）

Ｎ＝101
宮城県内の内訳宮城県内

101人（44％）

仙台市内
85人（37％）

福島県内
29人（13％）

岩手県内
5人（2％）

回答なし
11人（5％）

　平成26年2月、支えあいセンター主催のサロン24カ所の参加者231名に対してアンケートを行った。参加者の
うち半数近くが仙台市以外の宮城県、１割以上が福島県出身者であった。宮城県のなかでも石巻市が半数近く、次
いで気仙沼市、南三陸町、名取市出身の方が多かった。

　参加した動機については、3割近くの方が「他の人と会話をしたかったから」が一番多く、次いで「イベント内容
に興味があったから」、「慣れない土地に馴染みたかったから」、「被災地の知り合いを探したかったから」がほぼ同
数である。「孤立・孤独感を感じたから」が1割以上おり、孤独感を解消したかった様子が伺える。また、参加して
よかったことは3割近くの方が「楽しい時間が過ごせる」、「会話ができる」をあげ、次いで「友人、知人に会える」、

「癒される」、「外出ができる」と続く。サロンが、特に市外から転入した方たちにとっては、慣れない土地で安心し
て出かけられる場所の一つとなっていたことが伺える。

Ｎ＝415
サロンに参加した動機（複数回答あり）

Ｎ＝609
サロンに参加してよかったこと（複数回答あり）

他の人と会話を
したかったから
109人（26％）

楽しい時間が
過ごせる
171人（28％）

会話ができる
150人（25％）

友人、知人に会える
111人（18％）

癒される
87人（14％）

外出ができる
79人（13％）

イベント内容に
興味があったから
72人（17％）

慣れない土地に
馴染みたかったから
68人（16％）

被災地の
知り合いを

探したかったから
66人（16％）

孤立・孤独感を
感じたから
52人（13％）

情報・困りごと相談を
したかったから

38人（9％）
その他
10人（3％）

その他
11人（2％）

⑥潜在的な力を発揮する場、⑦自信を取

り戻す場となった。また新たな住まいへ

移っても、新たなコミュニティに馴染ま

なければならないことによる⑧新たな孤

独感の緩和、相談員が意識的に地域のサ

ロン情報などを提供することによる⑨新

たな地域に馴染むための後押しの場、自

主運営に取り組む方たちにとっては、自

らの交流の場をつくっていく⑩新たな目

標・生きがいを見つける場、にもなって

いった。

　さらに、復興公営住宅でも⑪新たな住

民同士が知り合う場として重要な意味を

持ち、コミュニティづくりを円滑に進め

るための早期の自治会形成等には欠かせ

ない要素であったともいえる。
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④地域の力の再発見
◆�失われたコミュ二ティの再生と 

新たなコミュニティを作ろうとする力
　本会は長年、地域福祉を推進してきた

立場から、地域の力を十分理解している

という自負があったが、この復興期を経

てあらためて地域の底力を発見すること

となった。

　例えば、震災前から住民同士のつなが

りが深く町内会活動も活発であった地域

では、津波や地震で住む場所がバラバラ

になってしまってもなお、町内会ごとの

お茶飲み会や季節の集まりを継続し、民

生委員は自ら被災したにも関わらず、震

災前に担当していた見守り対象者への訪

問を続けられていた。

　また、自主化した同郷サロンの「気仙

沼はまらいんや会」では、交流会の開催

だけではなく、新たな居住地ごとに役員

を決め、高齢者等への定期的な電話や訪

問による会員同士の見守り活動を開始し

ている。見知らぬ土地で孤立しがちな高

齢者を「同郷」というつながりを活かし

て支える、新たな取り組みである。

◆新たな取り組みへの果敢な挑戦
　支援者連絡会等では復興公営住宅入居

世帯への支援に関して、転居してきた住

民が早く地域に溶け込み仲間になれるよ

う、新しい取り組みへの挑戦も見られた。

　例えば、慣れない土地に住むことにな

る入居世帯のために、地域マップ作成や

引越しの時のお茶出し、孤立防止のため

の訪問活動や交流会の開催などである。

　こうした地域の力は、震災後急に生ま

れたものではなく、日頃からの地道な活

動の積み重ねの延長として「互いに支え

合う」という意識が反映されたものであ

り、本会が長年取り組んできた小地域福

祉ネットワーク活動推進の目指す方向性

が正しいことをあらためて確認すること

ができた。

⑤社協の強みの再確認
◆�個別支援を通じた他の専門機関との有

機的な連携
　本事業によって得られた財産の一つが、

他の専門機関との有機的な連携である。

気がかりなケースについて、個別にカン

ファレンスを行い、区の障害高齢課や家

庭健康課、または地域包括支援センター

などと同行訪問を行うなかで互いに顔の

見える関係性を構築することができた。

　例えば、ある世帯の支援において、本

会と区保健福祉センターとが交互に訪問

をする取り決めをした場合などでは、訪

問した際の世帯の状況を相互に報告し合民生委員さんが音頭を取り「歌いましょう！」

い、次の支援に活かしてもらうというよ

うな協力体制が生まれた。

　これまで、主に地域を支援の対象とし

てきた本会にとって、これほど多くの個

別世帯を他の専門機関と連携しチームと

して支援したことはなく、貴重な経験と

なった。

◆�これまでの地域とのつながりを活かし
た支援展開
　地域とのつながりが深いという本会の

強みを活かし、みなし仮設住宅入居世帯

への支援においても、住民主体の被災者

支援の活動が実現できるよう後押しをす

るなど、これまでの地域とのつながりを

活かした支援を展開することができた。

　こうしたなか、個々の世帯に対する支

援方針を考えるケース会議や復興公営住

宅支援者連絡会議などを通じて、これま

で直接の関わりが薄かった単位町内会長

や連合町内会長などとの関係が強化され

た面もあった。

◆地域特性を踏まえた支援
　今回の震災では、同じ市内でも区によっ

て被災状況に大きな差があり、宮城野・

若林区では津波の被害が甚大で、青葉・

太白・泉区では宅地被害が大きかった。

また、みなし仮設住宅への入居について

も、区に隣接する市町から転入してくる

傾向にあった。

　各区・支部事務所と区センターでは、

それらの地域特性を踏まえ、同郷サロン

の開催や地域住民へのアプローチなどそ

れぞれに工夫をして取り組んだ。

◆�新たなコミュニティを作る支援スキー
ムの確立　
　復興公営住宅においては、新たなコ

ミュニティづくりの支援に携わることと

なった。支援者連絡会議等の組織づくり

をはじめ、新たな転入者同士で自治組織

を一から作っていくための支援や、既存

の地域に転入者が自然に溶け込むための

雰囲気づくりなどに必要な支援のスキー

ムは、今後の地域支援活動でも十分に活

かせるものとなった。

復興公営住宅支援者の会（宮城野区）

自治会設立のための話し合い（太白区）
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①支援体制の構築
◆ステージの変化に合わせた体制づくり
　5年半の取り組みを通じて見えてきた

課題は、被災者の状況に応じた支援体制

構築の難しさである。支援体制は、被災

者の置かれたステージの変化に対応し

て、次の展開を予測して備えるべきもの

であるが、経験したことの無い大規模災

害であったことから先々を予測すること

が困難であった。そのため阪神・淡路大

震災や新潟県中越地震等での取り組みな

どを参考に、市と連携しながら目の前の

被災者ニーズを分析しつつ、手探りで体

制づくりに取り組まざるを得なかった。

◆住宅の確保がゴールではない
　被災者支援にあたって、当初は住宅の

確保がゴールであると考え、それを目指

して支援してきたが、支援を進めるにつ

れ、むしろ住宅確保の課題の陰になって

目立たずにいた健康面や家族間の課題等

が新たに顕在化する場合があり、そのよ

うな世帯の支援をどのようにすべきかと

いう課題が出てきた。住宅の確保が被災

者支援の一つの区切りという考え方も

あったが、過去の大震災の経験からも住

宅確保後の孤立問題は深刻であり、新た

な支援体制を組み立てる必要があった。

　仙台市では、応急仮設住宅入居世帯や

その後に復興公営住宅に入居した世帯に

２．見えてきた課題

対し見守りが継続されてきたが、その他

の世帯への見守り訪問は、保健福祉セン

ターで把握する支援対象世帯に限られて

いた。そこで、平成28年度後半からは本

事業の訪問対象を拡充し、

・‌�みなし仮設住宅供与期間満了後も継続

してこれまでの住宅に残る方

・市営住宅等の公営住宅へ転居する方

・新たな賃貸住宅等へ転居する方

・防災集団移転団地に再建する方

・自力で再建する方

等のうち、住宅を確保した後でも住宅以

外の課題があり、見守りの必要性がある

世帯に対し訪問を実施することとした。

神戸の災害公営住宅入居者と交流し、 
仙台で必要な備えについて考えた 

（若林区復興の輪ミーティング神戸視察）

◆�相談員とＣＳＷが連携しやすい環境づ
くり
　支援を充実させるために各区センター

を開設したが、区事務所の立地上、近接

した場所に設置できなかった区において

は、相談員とＣＳＷとの連携を図るうえ

で、定期的な活動報告はできても、日常

的な相談等につながりにくいなど物理的

な課題もあった。

②財源と組織
◆単年度補助財源の弊害
　本事業は国の復興財源を活用して実施

しているが、補助金は単年度ごとの申請

であり、継続した事業を企画するうえで

支障があった。予算措置の関係から相談

員の雇用継続についても年度末近くに

なって判断せざるを得ず、相談員のモチ

ベーションの維持にも少なからず影響を

与えた。

　現実的な問題として、復興支援の期間

を何カ年と想定するかについて発災当初

から決めることは困難である。ただ、今

後に向けて検討されるとすれば、発災時

からの年数ではなく、目標とする支援終

了時の被災者の状況（例えば、復興公営

住宅の入居完了１年後）までは継続する

といったようなスキームが実現されれ

ば、より計画的・継続的な支援につなが

ることが期待される。

◆相談員の育成とその活用
　支えあいセンターの相談員として採用

した職員は、福祉専門職ではない者が多

く前職も様々であったため、組織として

一定レベルの支援を行うためには採用時

の研修はもとより、ガイドラインの作成、

訪問記録管理システムのアプリケーショ

ン開発などの工夫が必要であった。ガイ

ドラインは、相談援助技術の基礎を学び

ながら実践するためのテキストも兼ねて

おり、日々の訪問記録においては、個々

の支援方針の妥当性についてＣＳＷと中

核センター双方での確認により専門性を

補うこととし、他の専門機関にも活用い

ただける報告内容にするよう努めた。

　相談員は実践を重ねるなかで、高齢、

障がい、子どもなどの区分に関わらず、

あらゆる分野の相談を受けるようにな

り、地域福祉についての知識も着実に身

に付けてきた。平成27年度からは東日

本大震災の被災者に対する相談援助業務

が、社会福祉士国家試験の相談援助業務

一体的な活動を行うためには、 
物理的な近さも大切
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実務経験として認められるようになり、

相談員として経験した実務の中身の濃さ

が証明されることとなった。

　このような経験を積んだ相談員は、今

後の地域福祉の重要な担い手として活躍

することが大いに期待される。

生活支援相談員の研修

◆職員の異動等
　相談員の退職や担当区の変更、ＣＳＷ

等職員の異動に伴い被災者との信頼関係

を再構築しなければならないことも課題

の一つであった。

　組織運営上、職員の異動は避けられな

いが、大規模災害からの復興期において

は、被災者支援そのものが長期に亘るも

のとなり、その間に信頼関係を築いた職

員の異動が被災者の前向きな意欲の妨げ

になることも事実である。可能な限り継

続した支援体制の維持に配慮し、担当が

異動する際には十分な引き継ぎや顔合わ

せなどを行う必要がある。

③連携のあり方
◆社協内部での連携
　本会内部の連携のあり方については、

区事務所との連携を基本に進めてきたが、

より充実した幅広い支援展開や、地域主

体の支援へのスムーズな移行等を考慮す

れば、社協組織全体としての連携が十分

であったかどうかという反省がある。

　例えば、本会では支えあいセンターと

ＥＧＡＯの二つの「被災者支援・復興支援」

の部署が存在し、ＥＧＡＯは災害ボラン

ティアセンターの事業を引継ぎ、登録制

のボランティアマッチングを中心に、支

援物資の配布やプレハブ仮設住宅中心の

復興支援活動等のコーディネートを行っ

てきた。

　この二つの部署が、イベントの共催や

支援団体情報の共有等一歩踏み込んだ連

携が取れていれば、さらに効果的な事業

展開も可能であったと考えられる。

　また、本会が組織全体として支援活動

の状況等を常に共有することができてい

れば、支援活動で得たノウハウの今後の

地域支援への活かし方などについて、組

織としての決定がよりスムーズにできた

可能性もあり、今後の課題として受け止

めている。

◆行政との連携
　市との連携は、本事業の開始から現在

に至るまで、市の被災者支援の担当部署

である生活再建推進室と随時協議し、意

区役所との情報交換

見交換を行いながら同じ方向性で取り組

むことができている。本事業が市からの

委託事業ではなく、予算の枠組みが県の

復興予算を活用した本会の自主事業であ

ることで、本会独自の視点も活かし、ス

テージの変化に応じた自由度の高い事業

展開ができた。

　課題として、本事業については生活再

建推進室との連携だけではなく、本会を

所管する市の社会課に対しても事業の進

捗等について随時説明を行うべきであっ

た点が挙げられる。特に、ＣＳＷと支え

あいセンターとは連携を密に活動してい

たことから、ＣＳＷ事業と併せて社会課

に定期的に報告し、連携を深める必要が

あったと考える。

　区役所との連携については、「被災者

支援ワーキング・グループ」、「復興公営

住宅ワーキング・グループ」や個別のカ

ンファレンス、同行訪問などを通じて、

お互いの役割について相互理解を深める

ことができた。

　サロンの場にも、区役所の保健師や看

護師、地域包括支援センター等が参加し、

支援対象者の生活状況の確認や支援者同

士で情報共有を行うなど、顔の見える関

係づくりができたことは、今後につなが

るものとなった。

　市と本会との関係は、震災後幾度も協議

を重ね、実践し、成果を出しながら徐々

にスムーズになってきた経緯がある。

　被災者支援については一義的には行政

が担うものとも考えられるが、今回のよ

うな大規模災害においては、マンパワー

確保の面などを含め行政だけで対応でき

るものではない。災害時等いざという時

にスムーズに連携を図るためには、平時

から双方が良いパートナーシップの構築

に努めていく必要がある。　

◆他市町社協との連携
　被災した県内13市町社協の情報交換

の場として、県社協が主催する「被災市

町社協定例支援会議」が定期的に開催さ

れてきた。被害の規模・状況や被災者支

援の進捗に差はあっても、同じ被災者支

援を行う社協職員同士が顔を合わせ情報

交換する場は、お互いの苦労や工夫が見

えて有意義であった。

　広域避難者を巡る他市町社協との連携

については、同郷サロンの共催等におい

てうまく連携がとれた部分もあるが、復

興が進むにつれ、ふるさとへ戻る世帯が

出てくるなか、戻った途端に寂しさから

体調を崩す方が出てくるなど、ふるさと

へ戻った後の孤立防止に対応するために
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南三陸町再会さろんのようす

は、帰還先の市町社協とのさらなる連携

が重要となってきた。

　仙台市や県内他市町から他県へ避難し

ていた方なども、仕事や家庭の都合など

の理由で仙台市へ多く戻ってこられる可

能性もあり、新たな対応が求められる。

　このような広域避難者については、避

難の期間が長期化すればするほど、ふる

さととの距離感が生じることから、あら

かじめ県社協等の支援のもと、帰還後に

必要となる支援についても一定の予測の

もとで検討できていればなお良かったと

考えられる。

◆ �NPO・ボランティアその他支援団体
との連携
　今回のような大規模な災害の場合、行

政や社協ばかりではなく、多くのNPO

やボランティア、宗教団体、企業など多

くの主体が支援活動に参加することとな

る。今回も、発災直後の復旧活動のため

のボランティアだけではなく、心のケア

や交流の場づくり、地域コミュニティの

再生、雇用創出、就労支援などを目的と

して支援活動を長期間に亘り継続して行

う団体も多く見られた。

①個別支援と地域支援の融合
　様々な課題を抱える個人あるいは世帯

に必要とされる制度やサービスをつなぐ

個別支援と、同様の課題を抱える方が地

域にはもっと存在するという認識から、

地域の課題と捉えて解決方法を探る地域

支援は、どちらも重要である。本会では、

これら個別支援と地域支援を充実させる

ことが、本会の目指す「安心の福祉のま

ちづくり」を進めることになるという認

識に基づき、震災前から様々な事業に取

り組んできたところである。

　しかし、震災前は個別支援はどちらか

というと介護サービスや障がい者への福

祉サービスの担当部署で、地域支援はＣ

ＳＷ等を中心とした地域福祉担当部署

で、と部署ごとに取り組まれることが多

かったのが実情であった。

　ＣＳＷも今回の被災者支援の取り組み

により、個別支援について単に制度につ

なぐだけではなく、地域の力による解決

方法などの実践を積み重ねることで地域

の力の引き出し方等のノウハウを蓄積す

ることができた。

　この経験は、今後の地域支援において、

今までのアプローチに個別支援を通じた

アプローチという新たな手法が加わるこ

とになり、支援に幅と厚みを持たせるこ

とが可能になった。　　

３．被災者支援から新たな地域支援への展開

それぞれの世帯の生活に寄り添う

②�制度のはざまにある課題への取
り組み強化

　本事業を通して、行政の様々なサービ

スのどれにも当てはまらない、いわゆる

制度のはざまで複合的な課題を抱える世

帯については、課題解決の困難性が高い

ことから、地域と行政、その他支援関係

者の間で知恵を出し合い、どのように関

われば良いのか考える場を持つことが重

要であることが確認できた。特に複合的

な課題を抱える世帯は、支援の手が差し

のべられなければ社会的に孤立するリス

クの高い世帯が多く、今後高齢化がさら

に進み、高齢単身世帯や高齢者のみの世

帯が増加することを踏まえると、孤立防

止のための地域の網の目を一層細かくす

る取り組みが必要である。

　支援活動においては、被災された方た

ちのニーズとそれぞれの団体の活動とが

合致しなければならないが、多くの団体

はそれぞれ独自の方法でニーズを探り活

動場所を決定するため、ともすれば活動

場所が大規模なプレハブ仮設住宅に集中

し、被災された方たちの置かれている現

状を理解しないまま、過剰な支援をして

しまう場面も見受けられた。

　一方では、本事業の当初の支援対象で

あった借上げ民間賃貸住宅入居世帯のよ

うに、そのような支援活動を受けること

ができず、不満や疎外感を感じる方が生

じてしまうこともある。

　このような課題の解消のために各区・

支部事務所や中核センター主催で行った

支援団体同士のネットワーク会議や情報

交換の場は、ステージに応じて変化する

被災された方の現状について共有・情報

交換することができ、今何が必要とされ

ているか、について各自が方針を立てる

ことに役立つ場となった。なによりも顔

の見える関係をつくることにより、必要

に応じて気軽に相談し合う関係性が形成

された。各区センターにおいては、その

ような場で把握した情報がつなぎ先とし

ても役立てられた。

　しかし、そのような情報交換の場に参

加しない団体については、その活動内容

を十分把握ができず、効果的な連携につ

ながらない面もあった。情報交換の場の

周知や開催方法などに工夫が必要であっ

たと考えられる。
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③もっと支えあえる地域づくりへ
　本事業は、被災者支援の事業として進

めてきたが、その主な目的は孤立防止と

それぞれの世帯の自立支援であり、その

ためにはコミュニティの持つ力が大きな

影響を及ぼすことはいうまでもない。

　被災世帯のなかには、震災前は自立し

た生活を送っていた世帯であっても、被

災により一時的に支援が必要となった世

帯や、震災前から支援が必要な世帯で

あったにもかかわらず、被災したことに

よって課題が表面化した世帯などもあっ

た。そうした方々への支援対応は地域の

要援護者への関わりと何ら変わりなく、

多くの支援事例を積み重ねて獲得した支

援ノウハウは、今後の地域支援において

活かすことのできる本会の財産ともいえ

る。

　平成28年度下半期からは本事業の訪

問対象世帯を拡充し、これまで訪問の支

援から漏れていた世帯や、みなし仮設住

宅の契約が終了しても何らかの課題を抱

えている世帯を対象とすることとした。

これは、課題のある世帯を最終的には専

門機関や地域での支援にできるだけつな

げたいという思いからの展開である。

　また、復興公営住宅のコミュニティ活

性化に関していえば、住宅によって状況

が異なり、自治会として交流の場づくり

が十分できている所もあれば、どのよう

にしたらよいかいまだ悩んでいる所もあ

る。そのような自治会に対して、仮設住

宅等での活動実績のある各種ボランティ

アやＮＰＯなどの情報を事例集として集

約し、自治会のニーズに沿ってマッチン

グする、あるいは、交流サロンの運営の

ノウハウを伝え、担い手を増やすことな

どを目的とした「つなぐ・つながるプロ

ジェクト（略称：つなプロ）」を市と本

会とで協働で実施することとなった。

つなぐ・つながるプロジェクト支援団体情報交換会
日頃からささえあうことがいざという時に役立つ

民生委員と相談員とで同行訪問

　これらの取り組みは、復興支援事業の

総仕上げであると同時に、今後の地域で

のコミュニティ活性化に活かしていく展

開をも視野に入れているものである。

　本会の「震災による被災者支援のため

の『安心の福祉のまちづくり実施計画』」

にあるように「全ての人が地域社会に関

わり合いながら安心感を持って暮らすこ

とができるまちづくり」を実現するため

には、「お互い様」、「明日は我が身」と

いうことを基本に、今目の前にいる支援

が必要な方を地域で知恵を出し合いなが

ら支えるコミュニティづくりをなお一層

進めなければならない。そのようなコ

ミュニティは、ひいては災害にも強い地

域をつくることになると確信している。

　このことが、この５年半、本会が取り

組んできた本事業から導き出された結論

であり、このことを将来の災害に備え

日々努力されている方々に広く伝えてい

くことも、また私たちの責務でもある。



区支えあいセンターと区・支部事務所　～地域特性に沿った支援の最前線～

支えあいセンターあおば・青葉区事務所・宮城支部事務所

　市内中心部で交通の便も良いことから、福島県や石
巻市、気仙沼市、南三陸町など市外からの方が多かった。
　地区社協主催の被災者向けサロンでは、相談員が被
災者と地域住民の顔つなぎを行った。

支えあいセンターいずみ・泉区事務所

　泉区内で宅地被害に遭った方や石巻市などからの被
災者が多かった。元から地域ボランティアの活動が盛
んな区であり、サロン運営にも多くのボランティアが
関わった。
　復興公営住宅支援では隣接する福祉施設と協働での
交流の場づくりが特徴的であった。

支えあいセンターみやぎの・宮城野区事務所

　津波被害や宅地被害を受けた宮城野区内の方や石巻
市からの被災者が多く、同郷サロンや運動系サロンが
好評であった。復興公営住宅の数が11カ所と多く、地
域関係者による支援者の会を立ち上げての支援活動が
特徴的であった。

支えあいセンターわかばやし・若林区事務所

　津波被害に遭った区内の方や名取市、福島県からの
被災者が多かった。民生委員、地区社協、地域ボラン
ティアがサロン運営に積極的に参加。
　支援団体情報交換会「若林区復興の輪ミーティング」
の開催が特徴的。

支えあいセンターたいはく・太白区事務所

　福島県、名取市、石巻市、山元町などからの被災者
が多く、区役所と連携しての同郷サロンが好評。
　地区社協主催の被災者との交流サロンの開催や復興
公営住宅支援者連絡会議を中心とし、地域と一緒に
なっての支援活動が特徴的であった。

青葉区

泉　区

太白区 若林区

宮城野区
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新たな時代の地域社会づくりへ
日本地域福祉学会東北部会担当理事

東北福祉大学

総合福祉学部福祉行政学科　都　築　光　一

　仙台市社会福祉協議会中核支えあいセンター（以下「支えあいセンター」とい
う。）による、震災からの復興に向けた各種支援の取り組みは、様々な点で多く
の教訓を残している。また同時に、これまで経験していなかった地域福祉の取り
組みについても、多くの示唆を残している。

１、新たな経験となった被災者支援
　発災直後の社会福祉協議会（以下「社協」という。）の取り組みは、平時に突然、
全く経験のない支援活動を行うこととなった。それはあたかも、社会福祉の救急
対応とでもいうものであった。元来社会福祉の分野では、「救急」という対応が
ほとんどない。したがって慣れていないといってよい。そんな中で、仙台市は被
災地の中で県庁所在地であることの宿命として、様々に周囲の被災市町村から多
くの被災者を受け入れた。したがって仙台市民、とりわけ地元の地域住民だけに
対応していればよいというわけにはいかない。当該の市町村担当者にいずれ引き
継ぐにしても、初動時にはそれなりの対応が必要となる。
　また発災時において大量に発生する被災者への支援対応は、短時間で多種・多
量の業務を、限定された職員で実施しなければならなかった。無我夢中で活動を
行うこととなったものの、普段やっていないことは、緊急時にどんなに必要であっ
たとしても、具体的に実施することはできないということも確認された。しかし
一方で初めての仕事であるがゆえに、普段やっている仕事において、緊急対応の
方法を援用するという方法も可能であることが、幾つかの取り組みから確認され
た。その点では、言うところの「みなし仮設住宅入居者支援」が典型例であった。
　そうした中で、支援活動の初期段階では、ほとんどの被災者の口からは、多く
が語られることはない。それだけに様々な機会をとらえて支援に結び付け、支援
活動の組織化を図っていく必要のある段階と言える。一定の期間が経過していく
と、支援活動を行う専門職による多職種連携とネットワークが形成されていくこ
とは、支えあいセンターの記録で明らかである。こうした仕組みづくりの考え方
が、地域包括ケアシステムに通じていくことも確認されている意義は大きい。

寄　稿
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２、特徴的な取り組み
　こうした様々な支援活動を展開していく中で、これまで実施してきた被災者支
援という活動から、地域を意識するようになるこれらの取り組みが、実質的な平
常業務という位置づけになっていく過程が確認される。様々な関係団体との協議
やネットワーク形成の「形」が、それぞれの時期に応じて変化していくこととな
る。こうした体験は、今後に向けた体験として語り継ぎ、記録に残されなければ
ならないものと思われる。とりわけ平常業務に近い性格の強かったのは、いわゆ
る「みなし仮設住宅入居者支援」への対応ではなかったかと思われる。中でも支
えあいセンターは、行政が自治会形成に向けた働きかけのあと、具体的な自治会
形成に向けた支援活動を担う役割を持っていた。
　今回の支えあいセンターの取り組みで、もう一つ重要な点は、地域社会の中で
孤立していく人は、制度によって「福祉支援の対象者」とされた人に限らず、支
援が必要となった人々には気軽に相談できる身近な窓口が必要であるという点で
ある。制度で規定された「福祉の対象者」は、支援の必要性が想定された人々で
あるともいえる。したがって支援の必要性が確認された場合は、相談に紆余曲折
があったとしてもその内容はさまざまではあるが、協議を重ねていく中でそれな
りの対応すべき機関が明確になっていき、具体的な支援にたどり着く。しかし制
度で規定されていない人々は、支援が想定されていない。それだけに具体的な対
応には、参考事例はまずないといってよい状態にある。そうした中でそれぞれの
事例に応じて、個別具体的な対応が求められ、ここに相談業務の専門性およびそ
のスキルが問われるといえよう。そうした点で、今後に向けた教訓と課題が見え
ると言えよう。

３、まちづくりの教訓
　震災の初動期の時は、いわゆる「被災者支援活動」を、無我夢中で取り組んだ
時期と言える。これらの中には、今後に向けた様々な教訓がある。支えあいセン
ターの総括の記録には、そうした重要な点が散見される。またステージが進むに
つれて、その活動には想定以外のことが発生する。そうした取り組みは、実際に
は現在のわが国において、既存の制度だけでは対応できない部分が少なくはなく、
ここに行政だけでは限界があり、社協、とりわけ支えあいセンターの存在意義が
あったといえるであろう。
　仙台市社協は、震災体験を教訓にして地域福祉活動のあり方について、支えあ
いセンターの取り組みの成果も含めることで、震災を乗り越えた自信を柱に、地
域福祉の推進を図ることとなった。それはこれからの福祉のまちづくりに、震災
を乗り越えた自信という仙台の強みを生かすことである。社協にとっても教訓と
すべき事柄が多かったと同時に、住民においても同様に教訓とすべき事柄が少な

くなかった。こうした経験は、地域住民も社協も含めて、体験は地域全体であっ
たがゆえに、教訓も地域全体で得ることとなり、そして今後に向けた防災意識や
取り組みも地域全体のものとなることが望まれる。そしてそのこと自体が、まち
づくりの教訓と言えよう。
　仙台市は、歴史的に転出する人々よりも転入する人々が多かった地域である。
加えてここ40年ほどで、周辺の市町を吸収合併しても来た。したがって常に新
たな仙台市民を受け入れて新たな仙台市づくりを進めてきた歴史があり、これが
仙台市の強みでもある。今回の震災では、仙台市民同士の住み替えへの支援と、
市外からの新たに流入する市民の受け入れによって新たな仙台市づくりを進めて
いく必要がある。さらには、復旧復興の事業を推進していく中で、周囲の市町村
は無論、国内の地方公共団体との関係の形成やネットワークを活かした様々な取
り組みなどがあった。また国際的な支援を得たことによる情報の発信も行われた
りなど、東日本大震災による災害の体験とそこで得られた教訓を国際的なものに
することができるという貴重な体験をした。そしてそのうえで、市民の手で新た
な仙台市を作り上げようと取り組みが進められた。

むすびに
　東北地方は、少子高齢化が確実に進行している。仙台市も地域によっては少子
高齢化が進行している圏域もあり、今回の取り組みは少子高齢化の地域づくりの
先体験を行うこととなったといってよい。この取り組みのノウハウは、今後の町
づくりの参考にすべきものも多かったといえるであろう。
　支えあいセンターの取り組みは、そのような取り組みの貴重な一つと言える。
まちづくりは常に地域住民の手で行われるものである。その中でも、常に新たな
人々を迎え入れて進めるまちづくりは、柔軟で開かれたまちづくりが進む。一方
で新たな人々にとってハードルが形成されるまちづくりは、閉鎖的になりやすく
排除されやすい。排除される人々を生む地域づくりは、脆い地域社会であり、福
祉のまちづくりには程遠い社会である。そのような社会は後世に残すことはでき
ない。柔軟で開かれた地域社会こそが、後世に残せる地域社会であり、これから
の福祉のまちづくりにとってかけがえのないものである。これをこれまでの仙台
市は、年月をかけて構築してきた。そしてこのたびの東日本大震災によって、そ
れは一層確かなものへと進んできている。
　地域社会は、こうした取り組みの一つ一つによって、時代に沿って社会を成熟
させることができる重要な力を蓄積することができる。これまでの仙台市社協に
よる支えあいセンターは、震災後の新たな仙台市を形成するための、貴重な一歩
を歩むことに貢献した活動であったと言えよう。
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地域支えあいセンター事業を振り返って
日本地域福祉学会東北部会宮城県担当委員

東北文化学園大学
医療福祉学部保健福祉学科　豊 田  正 利

１．はじめに－今日における被災者の生活状況
　東日本大震災発生から5年が経過し、津波被災地や被災された方々の生活状況
も大きく変容している。下記の図は2011（平成23）年9月から3か月毎にみた宮
城県内におけるプレハブ仮設住宅入居戸数及び入居者数、みなし仮設受託入居戸
数及び入居者数の推移である（2016（平成28）年のみ直近の5月31日現在の数
値を掲載）。
　2012（平成24）年3月をピーク（みなし仮設入居戸数26,050戸、入居者数
71,033人、プレハブ仮設入居戸数21,610戸、入居者数53,301人）に、以降漸次減
少傾向を辿り、2016（平成28）年5月31日現在では、みなし仮設入居戸数6,527
戸、入居者数15,247人、プレハブ仮設入居戸数9,330戸、入居者数19,826人となっ
ている。みなし仮設入居戸数はピーク時の25％、入居者数は22％、同様にプレ
ハブ仮設入居戸数は43％、入居者数は37％という状況である。
　ちなみに仙台市にお
けるみなし仮設入居戸
数は2,050戸（県内の
31％）と県内で最も多
く、入居者数は4,405
人（県内の29％）と石
巻市の入居者数4,709
人（県内の32％）に次
いで2番目に多くなっ
ている。
　一方、災害公営住宅
の建設状況は、県内全
体の計画戸数15,919戸に対して10,290戸の工事が完了し、進捗率64.6％という状
況となっている（2016（平成28）年5月31日現在）。
　仙台市においては計画戸数3,179戸に対して3,129戸の工事が完了しており、
98.4％の進捗率となっている。
　震災被災者の居住形態は、県による供与期間の延長に伴う従来のプレハブ仮設
住宅入居者、みなし仮設入居者とともに、災害公営住宅への転居者、自宅再建者、
その他極めて多様化していることが理解できる。
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２．地域支えあいセンター事業について
　震災直後の2011（平成23）年8月時点における仙台市内の仮設住宅入居者約1万
世帯のうち、約8割にあたる約7800世帯が実にみなし仮設入居者という状況の下で、
10月1日に中核支えあいセンターが設置され、その後2012（平成24）年5月に常設
支えあいセンター（5区）が開所して生活支援相談員による個別訪問が開始され、
地域支えあいセンターは今日に至るまで様々な支援活動に取り組んできた。
　その活動は、巡回相談所の開設、個別訪問の実施、市民センターにおける情報コー
ナーの設置、交流イベントやふれあいサロン活動等を通じた地域支援等、きわめて
多岐にわたっている。
　日本地域福祉学会の設立30周年記念として出版された『東日本大震災と地域福
祉―次代への継承を探る』（日本地域福祉学会東日本大震災復興支援・研究委員会
編、2015年）への論文執筆にあたり、私は支えあいセンターの中心的な業務であ
る個別訪問に関する調査資料を閲覧する機会を得ることができた。
　個別訪問に対するきめ細かなガイドラインと「個別訪問継続支援基準」にもとづ
く生活支援相談員による地道な訪問の実施、幾度もの事例会議をとおした綿密な検
証と新たな取り組みへの模索等、そこに溢れていたのは全ての職員が一丸となって
被災者支援に取り組む真摯で真剣な姿勢であった。
　みなし仮設入居者のニーズの変化が克明に描き出された資料の閲覧をとおして、
かつて私は、今後の支えあいセンター事業に期待される役割を、以下の3点に集約
して掲載させていただいた。
　① 災害公営住宅転居世帯に対する個別訪問の実施による継続的支援。
　② 行政と連携した見守り訪問と生活支援の実施。
　③ ‌�災害公営住宅入居世帯と地域住民の協働による「地域コミュニティづくり」

の支援。

３．被災者支援の今後の動向
　1995（平成7）年に阪神・淡路大震災が発生してから既に21年が経過した。2014
（平成26）年における兵庫県内における災害公営住宅の孤独死者数は40人となって
おり、前年より6名の減少となったことが公表されているが、震災発生以降におけ
る兵庫県内の仮設住宅、災害公営住宅の孤独死数の推移を公表してきた神戸新聞社
によると、仮設住宅から災害公営住宅に移行した2000（平成12）年から2014（平
成26）年までの14年間で孤独死者数は実に864人となっており、1年平均61.7人前
後で今日まで推移していることが理解できる（「データでみる阪神淡路大震災」神
戸新聞ネクスト）。
　いわゆる”呼び寄せ高齢者“におけるリロケーションダメージ（移り住みの害）
が認識されつつあるが、高齢者にとっての新たな環境はストレスを発生させる要因
となりやすいことから、環境への順応に向けた様々な支援は不可欠といえる。災害
公営住宅入居者の孤立化、そしてその延長線上にある孤独死を予防するという観点
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からも、「切れ目」のない継続的な支援が極めて重要となる。みなし仮設から災
害公営住宅への転居は、それまでの支援の終了を意味するのではなく、新たな支
援への移行を意味しているといえよう。

４．仙台市社会福祉協議会としての被災者支援活動
　被災者への支援活動は、個々人の生命や安心・安全の確保を出発点としながら、
様々な生活課題の早期発見と、情報の提供や社会資源の活用をとおした課題の解
決や生活環境の改善を図ることにある。そして個別的な支援に留めることなく、
地域での受け入れのための住民相互の関係や仕組みづくり、ひいては地域住民や
様々な組織、機関等を広く巻き込みながらの新たなコミュニティ=地域づくりに
つなげて行くという視点が重要となる。そこに仙台市社会福祉協議会の一組織と
しての地域支えあいセンターが果たすべき役割があり、当然の帰結として地域福
祉部門をはじめ各組織が一体となった仙台市社会福祉協議会としての取り組みの
必要性を呼び起こす。
　仰ぎ見れば、それは“被災者”とか“被災地”に限定されることのない、社協に
とっての命題である地域福祉の推進に連なる取り組みであり、今日的課題といえ
る地域包括ケアシステム構築への努力と重なり合うものであることが改めて理解
されるのである。

５．最後に－記録誌刊行に寄せて
　地域支えあいセンターによるこれまでの取り組みは、職員一人一人の地道で熱
意溢れる実践の積み重ねであり、本記録誌が仮にこれまでの取り組みの単なる記
録であったとしても、その価値は十分にあろう。しかし「単なる実績報告書であっ
てはならず、自らの厳しい検証と反省、そして今後に向けた考察をとおして、真
に役立ち得る資料として刊行したい」という高橋健一事務局次長の言葉は、そし
ておそらく仙台市社会福祉協議会全職員の思いを代弁していると思われるその言
葉は、千年に一度といわれる今回の東日本大震災で亡くなられた人々を悼み、未
だ傷跡癒えぬ多くの人々の悲しみや苦しみを真に知る者のみが辿り着く思いであ
ると考える。
　その熱き思いに貫かれ刊行される本記録誌は、必ずやその責務に応え、被災者
支援の導きの書としての役割を果たし得るものとなろう。折しも本年4月には熊
本地震が発生し、拙稿執筆中の傍らで、被災された方々に対する仮設住宅の説明
会や入所手続きの開始等に関する報道が頻繁に流されている状況にある。

　末尾ながら、仙台市社会福祉協議会職員の皆様のこれまでのご労苦に心から敬
服申し上げるとともに、鎮魂の思い溢れる本記録誌において、アドバイザーとい
う大役を拝命し、企画・編集作業の末席に加えていただいたこと、さらには貴重
な紙面に拙い原稿の掲載をお認めいただいたことに心より感謝申し上げたい。




